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中国国家知識産権局（CNIPA）が「商標の一般的違法に関する判断基準」を発行した（Page2） 

商標の管理を強化し、法執行の基準を統一し、法執行の実務能力を向上させるため、中国国
家知識産権局（CNIPA）が「中国商標法」、「中国商標法実施条例」などの規定に基づき、「商
標の一般的違法に関する判断基準」を制定した。 

 

中国国家知識産権局（CNIPA）とイギリス知的財産庁（UKIPO）は共同で知的財産権保護ガ
イドラインを発行した（Page6） 

2021 年 11 月 23 日、中国国家知識産権局 （CNIPA）の局長とイギリス知的財産庁 （UKIPO）
の長官がビデオ会議を開催した。会議後、両局は共同で中国と英国の知的財産権保護に関する
ガイドラインを発行した。 

 

「第 13次 5カ年計画」期間の専利ライセンス料に関するデータが発表された（Page7） 

2021 年 12 月 17 日に、「第 13 次 5 カ年計画」期間（2016 年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31

日まで）の中国国家知識産権局 （CNIPA）に提出された 11371 件の専利ライセンス契約に基づ
き統計分析された関連データが、特許ライセンスデータ統計分析グループにより発表された。 
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中国国家知識産権局（CNIPA）が「商標の一般的違法に関する判断基準」を発行した 

商標の管理を強化し、法執行の基準を統一し、法執行の実務能力を向上させるため、中国国
家知識産権局 （CNIPA）が、「中国商標法」、「中国商標法実施条例」などの規定に基づき、「商
標の一般的違法に関する判断基準」を制定した。 

当該基準は全 35 条で構成され、商標法及び関連法規に定められている規定を参照し、違法
と判断される基準を明確にしている。以下は実務と関連性の高い条目をご紹介する。 

第 3 条 本基準にいう商標の一般的違法行為とは商標管理秩序に違反する行為を指す。 

次の各号のいずれかの行為があった場合はすべて本基準にいう商標の一般的違法行為とみ
なす。 

(一)商標法第六条の規定に違反し、登録商標の使用が必須であるにもかかわらず使用しなか
った場合。 

(二)商標法第十条の規定に違反し、商標として使用してはならない標識を使用した場合。 

(三)商標法第十四条第五項の規定に違反し、商業活動において 「馳名商標」の字句を使用し
た場合。 

(四)商標法第四十三条第二項の規定に違反し、商標使用の被許諾者がその名称と商品の産地
を表示していなかった場合。 

(五)商標法第四十九条第一項の規定に違反し、商標権者が登録商標の使用において、登録商
標、権利者の名義、住所、又はその他の登録事項を自ら変更した場合。 

(六)商標法第五十二条の規定に違反し、未登録の商標を登録商標と偽って使用した場合。 

(七)商標法実施条例第四条第二項及び「団体商標、証明商標の登録・管理弁法」第十四条、
第十五条、第十七条、第十八条、第二十条、第二十一条の規定に違反し、団体商標と証明商標
の管理義務を履行しなかった場合。 

(八) 「商標印刷管理弁法」第七条～第十条の規定に違反し、商標印刷管理義務を履行しなか
った場合。 
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(九) 「商標登録出願行為の規範化に関する若干の規定」第三条の規定に違反し、悪意のある
商標登録出願をした場合。 

(十)その他の商標管理秩序に違反した場合。 

第 4 条 「商標法」第六条、「煙草専売法」第十九条、「煙草専売法実施条例」第二十二条お
よび第六十五条の規定により、紙巻きたばこ、葉巻、包装されている刻みたばこ及び電子タバ
コ等新型煙草製品は、登録商標の使用が必須であり、中国で登録されていないものは、中国で
製造、販売してはならない。 

中国で販売する輸入紙巻きたばこ、葉巻、包装されている刻みたばこ及び電子タバコ等新型
煙草製品は、中国で登録された商標を使用しなければならない。 

第 5 条 使用する未登録の商標が商標法第十条第一項の規定に違反するか否かは、通常、中
国国内の公衆の一般的な認識を判断基準とする。 

ただし、使用する未登録の商標が同条第一項第六号～八号の規定に違反していると中国国内
の特定の公衆が判断していることを、十分な理由により証明できる場合は除く。 

第 6 条 使用する未登録の商標が商標法第十条第一項に規定の同一又は類似に該当するか
否かは、「商標審査審理指南」を参照して判断する。 

第 7 条  商標法第十条第一項第六号に規定の民族差別扱いの性質を有するものとは、使用す
る未登録の商標の文字、図形、又はその他の構成要素が特定の民族を貶し、貶める内容または
その他の当該民族を不平等に扱う内容を有することをいう。 

第 8 条  商標法第十条第一項第七号に規定の欺瞞性を有するものとは、商標がそれを使用す
る商品又は役務の品質等の特徴若しくは産地についてその固有の程度を超えた又は事実と異
なるものを示し、公衆がその商品若しくは役務の品質等の特徴又は産地について誤った認識を
容易に生じるものをいう。 

ただし、日常生活の経験等により、商品若しくは役務の品質等の特徴又は産地について、公
衆が誤った認識を生じないものは除く。 

第 9 条 使用する未登録の商標が次の各号のいずれかに該当する場合は、商標法第十条第一
項第七号に規定の欺瞞性を有するものとみなす。 
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（一）商品又は役務の品質、主要原料、機能、用途、重量、数量、及びその他の特徴について
誤認を生じさせやすいもの 

（二）商品又は役務の出所について誤認を生じさせやすいもの 

（三）その他のそれを使用する商品又は役務の品質等の特徴若しくは産地についてその固有の
程度を超えた又は事実と異なるものを示し、誤認を生じさせやすいもの  

第 18 条  商標法第四十九条第一項にいう登録商標を自ら変更するとは、商標権者が勝手に
登録商標の文字、図形、アルファベット、数字、3D 標識、色の組み合わせ、音声などの構成
要素を部分的に変更したり、相対的な位置を変えたりして、登録商標に対する認知又は識別を
影響したが、依然として「登録商標」又は商標登録表示を明示することをいう。 

第 20 条 次の各号のいずれかに該当する場合は、すべて商標法第四十九条第一項に規定の
商標登録の登録事項を自ら変更する行為とみなす。 

（一）商標権者の名義 （氏名又は名称）に変更があった後、法に基づき国家知識産権局へ変更
申請をしなかった場合 

（二）商標権者の住所に変更があった後、法に基づき国家知識産権局へ変更申請をしなかった、
又は商標権者の実際の住所と「商標登録簿」に記載の住所とが一致しない場合 

（三）商標権者の名義、住所以外のその他の登録事項に変更があった後、権利者が法に基づき
国家知識産権局へ変更申請をしなかった場合 

第 22 条 商標法第五十二条にいう登録商標と偽る行為とは、未登録の商標を使用する商品、
商品の包装、容器、役務の提供場所及び取引書類又は広告 ・宣伝、展示及びその他の商業活動
において、「登録商標」と明示し、又は未登録の商標に商標登録表示を記載し、又は未登録の
商標に商標登録表示に近似する記号を表示し、関係する公衆を誤解させることをいう。 

第 23 条 商標権者又は使用者に次のいずれかに該当する行為があった場合は、すべて商標
法第五十二条に規定の登録商標と偽る行為とみなす。 

（一）国家知識産権局に登録出願をしていない商標を使用し、かつ 「登録商標」と明示し又
は商標登録表示を記載する場合 

（二）国家知識産権局に登録出願をしたが拒絶査定とされた又は登録が許可されていない商
標を使用し、かつ「登録商標」と明示し又は商標登録表示を記載する場合 
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（三）登録商標が取消とされ、無効とされ、期間満了後更新しなかったことにより抹消され、
又は抹消申請が許可された後も、継続して 「登録商標」と明示し又は商標登録表示を記載する
場合。ただし、登録商標の失効より前に流通している商品は除く。 

（四）登録商標として使用が許可された商品又は役務の範囲を超えてその商標を使用し、か
つ「登録商標」と明示し又は商標登録表示を記載する場合 

（五）登録商標の顕著な特徴を変更した後も 「登録商標」と明示し又は商標登録表示を記載
する場合 

（六）二つ以上の登録商標を組み合わせて使用し、かつ商標登録表示を記載しているが、登
録商標毎に商標登録表示を記載していない場合 

（七）「登録商標」と明示し又は商標登録表示を記載した輸入商品について、その商標が中
国で登録されておらず、かつ声明していない場合。 

商標権者又は使用者による上述の行為は、同時に商標法第五十七条に規定の他者の登録商標
専用権の侵害を構成する場合、商標法執行担当部門は商標法第六十条第二項の規定に基づき調
査、処分する。犯罪が疑われる場合は、法に則って処理するため、速やかに司法機関に移送し
なければならない。 

 
 
 

  出所︓CNIPA  https://www.cnipa.gov.cn/art/2021/12/16/art_75_172237.html 
 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 



 

6 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

中国国家知識産権局（CNIPA）とイギリス知的財産庁（UKIPO）は共同で知的財産
権保護ガイドラインを発行した 

2021 年 11 月 23 日、中国国家知識産権局（CNIPA）の局長とイギリス知的財産庁
（UKIPO）の長官がビデオ会議を開催した。会議後、両局は共同で中国と英国の知的
財産権保護に関するガイドラインを発行した。 

中国国家知識産権局（CNIPA）が作成した「中国における商標の法的保護と執行の
ガイドライン」は、商標の出願登録、審査、異議申立、侵害および救済などの全プロ
セスをカバーする中国の商標保護制度を詳細に紹介し、かつオンライン検索、オンラ
イン手続、および商標保護戦略提案などの実用的な情報を提供している。 

イギリス知的財産庁（UKIPO）が作成した「英国における知的財産権保護ガイドラ
イン」は、著作権、特許、商標などの主要な知的財産権をカバーし、かつ EU 離脱の英
国知的財産制度に対する影響を紹介している。  

この 2 つのガイドラインは、共に中国語版と英語版があるので、ご興味のある方は
下記の URL からダウンロードしてください。 

 

出所︓CNIPA https://www.cnipa.gov.cn/art/2021/11/30/art_53_171784.html 
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「第 13次 5カ年計画」期間の専利ライセンス料に関するデータが発表された 

特許の価値評価の難しさは、知的財産権の価値実現を制限する重要な要因の一つで
ある。知的財産権を評価する際に、評価対象に類似する比較可能な事例を見つけて比
較を行い、評価価格を決定または変更する必要がある。ただし、実情は、公開されて
いる知的財産権取引に関するデータは比較的限られている。  

関連の市場主体、サービス機構などに価値評価の参考になる基礎データを提供する
ため、特許ライセンスデータ統計分析グループは、「第 13 次 5 カ年計画」期間（2016

年 1 月 1 日から 2020 年 12 月 31 日まで）の中国国家知識産権局（CNIPA）に提出され
た 11371 件の専利ライセンス契約をもとに、中国国民経済産業分類基準による各産業
の専利ライセンス契約の件数、ライセンス料の支払い方法、ライセンス料の金額など
を分類・統計した関連データを 2021 年 12 月 17 日に発表した。  

発表されたデータから見ると、医薬品製造業の年平均契約金額は一番高く 242.5 万人
民元になり、契約の総件数は 96 件であり、平均許可年間は 7.9 年である。 

 

統計分析の方法に関する説明、及び統計分析の結果は、下記の URL からダウンロードする
ことができるので、ご興味のある方はぜひご覧ください。 

出所：CNIPA http://www.cnipa.gov.cn/art/2021/12/17/art_430_172260.html 
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